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香川証券株式会社 

Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項 

 

１．商       号              香川証券株式会社 

 

２．登録年月日               平成 19年 9月 30日 

    (登録番号)               （四国財務局長（金商）第 3号） 

 

３．沿革及び経営の組織 

（１）会社の沿革 

年    月 沿        革 

 

昭和１９年 ５月 

    ２３年１１月 

２７年 ３月 

２８年 ２月 

２８年 ９月 

２９年 ６月 

２９年１０月 

３２年 ４月 

３２年 ５月 

４３年 ４月 

 

５９年１１月 

６２年１１月 

平成 元年１１月 

２年 ３月 

２年１０月 

３年 ６月 

７年１１月 

１０年 ７月 

１０年１２月 

１４年 ９月 

１７年 ７月 

１９年 ９月  

２０年 ３月  

２１年１１月  

 ２５年１２月  

    ２７年 ３月  

 

香川証券株式会社設立 

証券取引法に基づく証券業者として登録を受ける 

坂出出張所開設（現 坂出支店） 

三本松出張所開設（現 三本松支店） 

丸亀出張所開設（現 丸亀支店） 

観音寺出張所開設（現 観音寺支店） 

鳴門出張所開設（現 鳴門支店） 

西条出張所開設（現 西条支店） 

池田出張所開設（現 池田支店） 

改正証券取引法に基づく証券業第１号、第２号及び第４号の免許を

受ける 

資本金９,７５０万円に増資 

資本金１億９,５００万円に増資 

資本金５億５,５００万円に増資 

第３号免許を受ける 

善通寺営業所開設（現 こんぴら善通寺支店） 

岡山支店開設 

児島営業所開設（現 児島支店） 

高知支店開設 

改正証券取引法に基づく証券会社として登録 

伊予三島支店開設 

銀座支店開設 

金融商品取引法に基づく金融商品取引業者として登録を受ける 

本店営業部を高松市寿町へ移転 

岡山支店閉鎖 

銀座支店を移転 

鳴門支店を移転 
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香川証券株式会社 

（２）経営の組織 

 

  
 

 
 
 
 

検  査  部

経営企画部

商  品  部

管  理  部

財　務  部

本店

第一ブロック

第二ブロック

第三ブロック

銀座支店

営業支援部

引  受  部

専
務
取
締
役

常
務
取
締
役

監
査
役
会

監
査
役

経
営
会
議

株
主
総
会

取
締
役
会

会
 
 
長

社
 
 
長

引受審査グループ

営業事務グループ

業務管理グループ

経
営
戦
略
本
部

管
理
本
部

営
業
本
部

鳴門支店

三本松支店

坂出支店

児島支店

西条支店

IBｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ部

本店営業部

本店ｳｪﾙｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部

高知支店

伊予三島支店

池田支店

観音寺支店

丸亀支店

こんぴら善通寺支店
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香川証券株式会社 

４．株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等 

の議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合    

（2019 年 3月 31日現在） 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．栗林総業株式会社 

株 

652,970  

％  

15.01  

２．株式会社シコクサービス 470,424  10.81 

３．中條博之 439,520  10.10 

４．株式会社丸喜 432,705  9.94 

５. 平井二郎 380,901  8.75 

６．有限会社崎守 377,140  8.66 

７．株式会社四国新聞社 281,140  6.46 

８．中條喜一郎 165,015  3.79 

９．株式会社百十四銀行 150,000  3.44 

10．株式会社香川銀行 146,000  3.35 

その他（  344名） 854,185  19.64 

計     354名 4,350,000  100.00 

 

５．役員の氏名又は名称 

役 職 名 氏名又は名称 
代表権 

の有無 

常勤・非 

常勤の別 

代表取締役社長 中條 博之 有 常 勤 

取 締 役 西原 康雄 無 常 勤 

取 締 役 松村  猛 無 常 勤 

取 締 役 香川 行正 無 常 勤 

取 締 役 中條  喜一郎 無 非常勤 

取締役相談役 中條  安雄 無 常 勤 

取締役相談役 平井  二郎 無 常 勤 

監 査 役 三宅    淳 無 常 勤 

監 査 役 久保 信子 無 常 勤 

監 査 役 石川  浩 無 非常勤 

監 査 役 石丸  周治 無 非常勤 

以上  11名 
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香川証券株式会社 

６．政令で定める使用人の氏名 

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則をい

う。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名

称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者

を含む。）の氏名 

氏  名 役 職 名 

西原 康雄 内部管理統括責任者 

福井 信夫 内部管理統括補助責任者 

 

７．業務の種別 

第一種金融商品取引業 

① 法第 28 条第 1項第 1号に掲げる行為に係る業務 

・ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

・ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次

ぎ又は代理 

・ 取引所金融商品市場（外国金融商品市場を含む。）における有価証券の売買等の委託

の媒介、取次ぎ又は代理 

・ 有価証券の引受け及び売出し 

・ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い 

② 法第 28 条第 1項第 2号に掲げる行為に係る業務 

③ 法第 28 条第 1項第 3号ロに掲げる行為に係る業務 

④ 法第 28 条第 1項第 3号ハに掲げる行為に係る業務 

⑤ 有価証券等管理業務 

⑥ その他金融商品取引業に付随する業務 
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香川証券株式会社 

８．本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本     店 760-8607 香川県高松市磨屋町 4番地の 8 

本 店 営 業 部 

本店ｳｪﾙｽ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部 
760-8607 香川県高松市寿町二丁目 2番 7号 

坂 出 支 店 762-0003 香川県坂出市久米町一丁目 16番 2号 

丸 亀 支 店 763-0001 香川県丸亀市風袋町 213番地 1 

観 音 寺 支 店 768-0060 香川県観音寺市観音寺町甲 1019 番地 1 

三 本 松 支 店 769-2601 香川県東かがわ市三本松 1256番地 12 

こんぴら善通寺支店 765-0032 香川県善通寺市原田町 1181番地 1 

鳴 門 支 店 772-0001 徳島県鳴門市撫養町黒崎字松島 160番地 1 

池 田 支 店 778-0007 徳島県三好市池田町ヤマダ 413番地 

児 島 支 店 711-0921 岡山県倉敷市児島駅前一丁目 54－3 

高 知 支 店 780-8789 高知県高知市本町四丁目 1番 8号 

伊 予 三 島 支 店 799-0405 愛媛県四国中央市三島中央三丁目 17番 8号 

西 条 支 店 793-0030 愛媛県西条市大町 1707番地 24 

銀 座 支 店 104-0061 東京都中央区銀座四丁目 12番 15号 

９．他に行っている事業の種類 

・ 損害保険代理業務、生命保険の募集に関する業務並びに自動車損害賠償補償法に基づ

く損害保険代理業務 

・ 不動産の売買、賃貸借及びその仲介に係る業務 

・ 他の事業者の紹介を行う業務 

・ 信託契約代理店業務 

10．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

「日本証券業協会」 

「特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センター」 

11．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

－ 

12．加入する投資者保護基金の名称 

「日本投資者保護基金」 

13．苦情処理及び紛争解決の体制 

金融商品取引法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講ずるほか、特定

非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター「ＦＩＮＭＡＣ｣との間で特定第一

種金融商品取引業務に係る手続実施基本契約を締結したことにより「指定紛争解決機関に

よる苦情及び紛争解決のあっせん」による措置を講じている。 
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香川証券株式会社 

Ⅱ 業務の状況に関する事項 

１．当事業年度の業務概要 

当事業年度における日経平均株価は期初に 21,441 円から始まり、前半は 23,000 円の壁に挑

戦しては押し返される展開が続いたものの、自民党総裁選で安倍首相が 3選を果たしたこと等

で、円安ドル高が進行したことなどが好感され、10月 2日には 24,270円とバブル後最高値を

更新しました。 

しかし、その後は米中貿易摩擦に起因する世界経済の減速懸念、米国での金利上昇を受けた

株式市場の下落等により、12月下旬には一時 18,000円台まで下落しました。その後は戻り歩

調となり、当事業年度末は 21,205円で終わりました。 

また、為替のドル円相場は 1 ドル 106 円台で始まり 10 月には 114 円台を付けましたが、そ

の後はおおむね 108～110円で推移し、110円台で当事業年度の取引を終えました。 

期中のドル円相場の安値は 4月の 105円台後半、高値は 10月の 114円台前半でした。 

このような環境のもと、当事業年度は次のような実績となりました。 

 

[株式部門] 

株式総売買高は 1,339億 12百万円（前年度比 65.1％）となりました。 

手数料収入は 11 億 47百万円（同 67.5％）、株式等トレーディング損益は 14百万円の損失と

なりました。 

[債券部門] 

債券取扱高は 357億 44百万円（前年度比 71.1％）となりました。 

債券手数料収入は 9百万円（同 100.0％）、債券等トレーディング損益は 6億 56百万円の 

利益（同 62.0％）となりました。 

[投資信託部門] 

投資信託販売額は 60 億 26 百万円（前年度比 51.2％）、投資信託手数料収入は 2億 09百万円

（同 53.8％）となりました。 

[その他] 

上記以外の受入手数料は保険手数料等で 2億 89百万円（前年度比 190.1％）となりました。 

[損益の状況] 

当期の受入手数料収入は 16億 56 百万円（前年度比 73.6％）となり、これにトレーディング

損益 6 億 41 百万円（同 56.6％）、金融収支 33 百万円（同 65.6％）を加えた純営業収益は

23億 32百万円（同 67.9％）となりました。 

一方、販売費･一般管理費は 25 億 97 百万円（前年度比 88.8%）となり、営業損失は 2 億 65

百万円（前年度は 5億 10百万円の利益）、経常損失は 2億 50百万円（前年度は 4億 85百万

円の利益）、当期純損失は 1億 59百万円（前年度は 2億 42百万円の利益）となりました。 
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２．業務の状況を示す指標 

（１）経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

項          目 2017年 3 月期 2018年 3 月期 2019年 3 月期 

資 本 金 555 555 555 

発 行 済 株 式 総 数  4,350千株 4,350千株 4,350千株 

営 業 収 益 2,854 3,510 2,402 

（受入手数料） 1,739 2,248 1,656 

（（委託手数料）） 1,287 1,684 1,132 

（（引受け･売出し･特定投資家向け

売付け勧誘等の手数料）） 
2 2 3 

（（募集・売出し･特定投資家向け売付

け勧誘等の取扱い手数料）） 353 398 222 

（（その他の受入手数料）） 95 162 299 

（トレーディング損益） 976 1,132 656 

（（株 券 等）） 33 75 △14 

（（債 券 等）） 943 1,057 656 

（（そ の 他）） 0 0 0 

純 営 業 収 益  2,784 3,432 2,332 

経 常 損 益 172 485 △250 

当 期 純 損 益  150 242 △159 

 

（２）有価証券引受・売買等の状況 
① 株券売買高の推移 

（単位：百万円） 

項  目 2017年 3月期 2018年 3月期 2019年 3月期 

自 己 212 695 243 

委 託 154,353 201,218 133,671 

計 154,563 201,914 133,914 
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② 有価証券引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：百万円） 

区分 引受高 売出高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出し

の 

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資

家向け売

付け勧誘

等の取扱

高 

２

０

１

７

年

３

月

期 

株  券 - - - - 28 - - 

国債証券 - - - 2,377 - - - 

社債券 1,000 7,815 - - - 4,921 - 

受益証券 - - - 7,949 - - - 

２

０

１

８

年

３

月

期 

株  券 - - - - 64 - - 

国債証券 - - - 1,589 - - - 

社債券 1,000 8,345 - - - 6,659 - 

受益証券 - - - 9,071 - - - 

２

０

１

９

年

３

月

期 

株  券 - - - - 188 - - 

国債証券 - - - 1,277 - - - 

社債券 1,200 7,746 - - - 3,625 - 

受益証券 - - - 3,408 - - - 

 

（３）その他業務の状況 

（単位：百万円） 

業務の種類 2017年 3月期 2018年 3月期 2019年 3月期 

建物の賃貸にかかる業務 5 7 6 

保険募集にかかる業務 20 112 184 

他の事業者の紹介を行う業務 43 25 57 

信託契約代理店業務 2 5 7 

その他の業務 13 13 32 
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（４）自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

項          目 2017年 3月期 2018年 3月期 2019年 3月期 

自己資本規制比率 

（Ａ／Ｂ×100） 

％ 

359.8 

％ 

296.6 

％ 

315.8 

固定化されていない自己資本

（Ａ） 
3,517 2,991 2,729 

リスク相当額合計（Ｂ） 977 1,008 864 

 

 219 276 162 

 99 85 57 

 689 637 643 

 

（５）使用人及び外務員の総数 
（単位：人） 

区          分 2017年 3月期 2018年 3月期 2019年 3月期 

使 用 人 161人 159人 156人 

（うち外務員） 156人 154人 152人 
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Ⅲ 財産の状況 

１．経理の状況（単位：百万円） 
（１）貸借対照表                                                      （単位：百万円） 

科        目 
前事業年度 

（2018 年 3月 31日現在） 

当事業年度 

（2019 年 3月 31日現在） 

（ 資 産 の 部 ）          E   

流 動 資 産  10,846 8,870 

A現 金 ・ 預 金           E 2,680 3,453 

A預 託 金           E 2,616 2,448 

A顧 客 分 別 金 信 託          EA  2,284 2,367 

そ の 他 の 預 託 金  332 81 

Aトレーディング商品           E 183 153 

A商 品 有 価 証 券 等          E 183 153 

A約 定 見 返 勘 定           E 8 6 

A信 用 取 引 資 産           E 4,257 2,180 

 信 用 取 引 貸 付 金           4,143 1,768 

 信用取引借証券担保金           114 411 

立 替 金           E 110 23 

A短 期 差 入 保 証 金           E 860 415 

A短 期 貸 付 金           E 0 0 

A前 払 金           E 28 109 

A前 払 費 用           E 18 16 

A未 収 入 金           E 15 20 

A未 収 収 益           E 66 41 

A繰 延 税 金 資 産           E 0 0 

A貸 倒 引 当 金           E △0 △0 

固 定 資 産  4,712 4,423 

A有 形 固 定 資 産           E 2,958 2,850 

A無 形 固 定 資 産           E 1 1 

投 資 そ の 他 の 資 産  1,752 1,571 

 投 資 有 価 証 券           1,237 1,072 

 関 係 会 社 株 式 106 106 

 長 期 貸 付 金           144 134 

 長 期 差 入 保 証 金           104 103 

 長 期 前 払 費 用           - - 

  前 払 年 金 費 用 86 80 

 繰 延 税 金 資 産           - 0 

 そ の 他 の 投 資 等           182 75 

 貸 倒 引 当 金           △3 △3 

資 産 合 計           E 15,558 13,294 
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科        目 
前事業年度 

（2018 年 3月 31日現在） 

当事業年度 

（2019 年 3月 31日現在） 

A（ 負 債 の 部 ）          E   

流 動 負 債  8,967 7,180 

A信 用 取 引 負 債           E 3,232 1,486 

 信 用 取 引 借 入 金           3,117 1,074 

 信用取引貸証券受入金           114 411 

預 り 金           E 2,001 2,347 

A受 入 保 証 金           E 514 398 

A短 期 借 入 金           E 2,700 2,700 

リ ー ス 債 務  0 - 

A前 受 金           E 0 - 

A未 払 金           E 29 26 

A未 払 費 用           E 58 49 

A未 払 法 人 税 等           E 189 1 

繰 延 税 金 負 債  91 - 

賞 与 引 当 金  150 150 

固 定 負 債  234 226 

長 期 借 入 金  - - 

A退 職 給 付 引 当 金           E 172 164 

Aそ の 他 の 固 定 負 債           E 61 61 

引 当 金  16 16 

金融商品取引責任準備金 16 16 

そ の 他 の 引 当 金 - - 

A負 債 合 計           E 9,218 7,423 

（ 純 資 産 の 部 ）   

株 主 資 本  6,163 5,873 

資 本 金 555 555 

資 本 剰 余 金  5 5 

利 益 剰 余 金  5,602 5,312 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 177 △2 

純 資 産 合 計  6,340 5,870 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,558 13,294 
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（２）損益計算書 
（単位：百万円） 

科           目 

前事業年度 

自 2017年4月 1日 

至 2018年3月31日 

当事業年度 

自 2018年4月 1日 

至 2019年3月31日 

営 業 収 益 3,510 2,402 

受 入 手 数 料 2,248 1,656 

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益  1,132 641 

金 融 収 益 129 103 

金 融 費 用 77 69 

純 営 業 収 益  3,432 2,332 

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費  2,922 2,597 

取 引 関 係 費 496 405 

人 件 費 1,684 1,518 

不 動 産 関 連 費  191 180 

事 務 費 191 182 

減 価 償 却 費 138 140 

租 税 公 課 42 37 

貸 倒 引 当 金 繰 入 れ - - 

そ の 他 176 132 

営業利益又は営業損失（△） 510 △265 

営 業 外 収 益  16 24 

営 業 外 費 用  41 9 

経常利益又は経常損失（△） 485 △250 

特 別 利 益 0 106 

固 定 資 産 売 却 益 0 17 

投 資 有 価 証 券 売 却 益  0 88 

特 別 損 失 36 25 

金融商品取引責任準備金繰入 0 - 

有 価 証 券 評 価 減 36 25 

固 定 資 産 除 却 損 0 - 

税 引 前 当 期 純 利 益 又 は 

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） 
449 △169 

法人税、住民税及び事業税  218 4 

法 人 税 等 調 整 額 △11 △14 

当 期 純 利 益 又 は 

当 期 純 損 失 （ △ ） 
242 △159 
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（３）株主資本変動計算書                                                 （単位：百万円） 

科           目 

前事業年度 

自 2017年4月 1日 

至 2018年3月31日 

当事業年度 

自 2018年4月 1日 

至 2019年3月31日 

株 主 資 本    

 資本金 当期首残高 555 555 

  当期変動額 新株の発行 - - 

  当期末残高 555 555 

 資本剰余金    

  資本準備金 当期首残高 5 5 

  当期変動額 新株の発行 - - 

  当期末残高 5 5 

  その他資本剰余金 当期首残高 - - 

  当期変動額 - - 

  当期末残高 - - 

 資本剰余金合計 当期首残高 5 5 

  当期変動額 - - 

  当期末残高 5 5 

 利益剰余金    

  利益準備金 当期首残高 132 132 

  当期変動額 - - 

  当期末残高 132 132 

  その他利益剰余金    

 特別償却準備金 当期首残高 167 132 

  当期変動額 △35 - 

  当期末残高 132 132 

   別途積立金 当期首残高 3,576 3,576 

  当期変動額   - - 

  当期末残高 3,576 3,576 

   繰延利益剰余金 当期首残高 1,613 1,761 

  当期変動額  特別償却準備金の取崩 35 - 

        剰余金の配当 △130 △130 

  当期純利益 242 △159 

  当期末残高 1,761 1,471 

 利益剰余金合計 当期首残高 5,490 5,602 

  当期変動額 112 △289 

  当期末残高 5,602 5,312 

 自己株式 当期首残高 △- △- 

  当期変動額 自己株式の処分 - - 

  当期末残高 △- △- 
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科           目 

前事業年度 

自 2017年4月 1日 

至 2018年3月31日 

当事業年度 

自 2018年4月 1日 

至 2019年3月31日 

 株主資本合計 当期末残高 6,050 6,163 

  当期変動額 112 △289 

  当期末残高 6,163 5,873 

 評価・換算差額等    

 その他有価証券評価差額金 当期首残高 215 177 

  当期変動額（純額） △37 △180 

  当期末残高 177 △2 

 繰延ヘッジ損益 当期首残高 - - 

  当期変動額（純額） - - 

  当期末残高 - - 

 土地再評価差額金 当期首残高 - - 

  当期変動額（純額） - - 

  当期末残高 - - 

 評価・換算差額等合計 当期首残高 215 177 

  当期変動額 △37 △180 

  当期末残高 177 △2 

新株予約権 当期首残高 - - 
  当期変動額（純額） - - 

  当期末残高 - - 

純資産合計 当期首残高 5,781 6,340 

  当期変動額 74 △469 

  当期末残高 6,340 5,870 
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（４）重要な会計方針 
前事業年度 

自 2017年4月 1日 

至 2018年3月31日 

当事業年度 

自 2018年4月 1日 

至 2019年3月31日 

１．トレーディングに関する有価証券等の評価基準

及び評価方法 

（1）商品有価証券（売買目的有価証券） 

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法を

採用しております。 

（2）デリバティブ取引 

時価法を採用しております。 

１．トレーディングに関する有価証券等の評価基準

及び評価方法 

（1）商品有価証券（売買目的有価証券） 

同左 

 

（2）デリバティブ取引 

同左 

 

２．トレーディング関連以外の有価証券等の評価基

準及び評価方法 

（1）投資有価証券 

①時価のあるもの 

事業年度末日の市場価格等に基づく時価法

を採用しております。（評価差額金は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定しております。） 

②時価のないもの 

総平均法による原価法を採用しております。 

（2）関係会社株式 

総平均法による原価法を採用しております。 

２．トレーディング関連以外の有価証券等の評価基

準及び評価方法 

（1）投資有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

 

 

 

②時価のないもの 

同左 

（2）関係会社株式 

同左 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、平成 10

年度以降に取得した建物（うち建物附属設備及び

構築物を除く）及び平成 28 年度以降に取得した

建物（うち建物附属設備及び構築物）については、

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建  物  8年～50年 

器具備品  3年～20年 

 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社内における利用可能

な期間（5年）に基づいております。 

 

（3）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

 

３．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産 

    同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

 

 

 

（3）リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。 

 

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸付金等の債権の貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、また、貸倒懸

４．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 
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前事業年度 

自 2017年4月 1日 

至 2018年3月31日 

当事業年度 

自 2018年4月 1日 

至 2019年3月31日 

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に

基づき期末要支給額を計上しております。 

(4) 金融商品取引責任準備金 

金融商品取引事故による損失に備えるため、金

融商品取引法第 46 条の 5 第 1 項に基づき計上し

ております。 

(5) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度

の負担すべき支給見込み額を計上しておりま

す。 

（追加情報） 

従業員の賞与について、当事業年度より当事業

年度の負担すべき支給見込み額を賞与引当金と

して計上しております。 

これにより、営業利益、経常利益、税引前当期純利

益、当期純利益は 150,000千円減少しております。 

 

 

 

(2) 退職給付引当金 

同左 

 

 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

 

(4) 金融商品取引責任準備金 

同左 

 

 

(5) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度

の負担すべき支給見込み額を計上しておりま

す。 

 

５．消費税等の会計処理方法 

消費税および地方消費税の会計処理方法は税

抜方式によっており、控除対象外消費税および地

方消費税は、当事業年度の費用として処理してお

ります。 

 

５．消費税等の会計処理方法 

同左 
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（５）財務諸表に関する注記事項 
［表示方法の変更に関する注記］ 

前事業年度 

自 2017年4月 1日 

至 2018年3月31日 

当事業年度 

自 2018年4月 1日 

至 2019年3月31日 
 （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」

の適用に伴う変更） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」

（企業会計基準第 28 号 2018 年 2 月 16 日）を

当事業年度より適用し、繰延税金資産は投資そ

の他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固

定負債の区分に表示する方法に変更しており

ます。 

 

［貸借対照表に関する注記］ 

前事業年度 

自 2017年4月 1日 

至 2018年3月31日 

当事業年度 

自 2018年4月 1日 

至 2019年3月31日 

１．担保に供している資産 

投資有価証券        37百万円 

有形固定資産     1,300百万円 

短期差入保証金     860百万円 

なお、このほかに保管有価証券 723 百万円、自

己融資見返株券 25百万円を担保として 差入れ

ております。 

上記に対応する債務 

短期借入金           1,800百万円 

信用取引借入金       3,117百万円 

１．担保に供している資産 

投資有価証券        48百万円 

有形固定資産     1,295百万円 

短期差入保証金     415百万円 

なお、このほかに保管有価証券 370百万円、

自己融資見返株券 13 百万円を担保として 

差入れております。 

上記に対応する債務 

短期借入金           1,800百万円 

信用取引借入金       1,074百万円 

２．担保等として差入れを受けた有価証券の時価

額 

受入保証金代用有価証券   4,143 百万円 

(再担保に供する旨の同意を得たものに限る｡) 

２．担保等として差入れを受けた有価証券の時

価額 

受入保証金代用有価証券   3,626百万円 

(再担保に供する旨の同意を得たものに限る｡) 

３．有形固定資産の減価償却累計額 

      2,114 百万円 

３．有形固定資産の減価償却累計額 

      2,225百万円 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

長期金銭債権     14百万円 

４．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

長期金銭債権     14百万円 

５．取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債

務 

金銭債権              49百万円 

５．取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭

債務 

金銭債権              49百万円 

６．特別法上の準備金の計上を規定した法令の条

項 

金融商品取引責任準備金 

･･･金融商品取引法第 46条の 5第 1項 

６．特別法上の準備金の計上を規定した法令の

条項 

金融商品取引責任準備金 

･･･金融商品取引法第 46条の 5第 1項 
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［損益計算書に関する注記］ 

前事業年度 

自 2017年4月 1日 

至 2018年3月31日 

当事業年度 

自 2018年4月 1日 

至 2019年3月31日 

１．関係会社との取引高 

営業取引 

受入手数料      5百万円 

販売管理費         26百万円 

１．関係会社との取引高 

営業取引 

受入手数料     42百万円 

販売管理費         25百万円 

 
 
[資産除去債務に関する注記] 

前事業年度 

自 2017年4月 1日 

至 2018年3月31日 

当事業年度 

自 2018年4月 1日 

至 2019年3月31日 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているも

の 

１．当該資産除去債務の概要 

店舗等の不動産賃貸契約原状回復義務等であり

ます。 

 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているも

の 

１．当該資産除去債務の概要 

同左 

２.当該除去債務の金額の算定方法 

 使用見込期間を建物の耐用年数（主に 39年）と

見積り、割引率は当該使用見込期間に見合う国債

の流通利回り（主に 2.2％）を使用して資産除去

債務の金額を算定しております。 

 

２.当該除去債務の金額の算定方法 

 同左 

３.当事業年度における当該資産除去債務の総額

の増減 

期首残高            18,971千円 

増加額              1,590千円 

時の経過による調整額        426千円 

期末残高            20,988千円 

３.当事業年度における当該資産除去債務の総額

の増減 

期首残高            20,988千円 

時の経過による調整額        436千円 

期末残高            21,425千円 

 

  

 18 



香川証券株式会社 

［株主資本変動計算書に関する注記］ 

前事業年度（自 2017年 4月 1日 至 2018年 3月 31日） 

１．当事業年度末日における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式             4,350,000株 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

一株当たり 

の配当額 
基準日 効力発生日 

2017年 6月 28日 

定時株主総会 
普通株式 130百万円 30円 2017年 3月 31日 2017年 6月 28日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌営業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

一株当たり 

の配当額 
基準日 効力発生日 

2018年 6月 28日 

定時株主総会 
普通株式 130百万円 30円 2018年 3月 31日 2018年 6月 28日 

 

当事業年度（自 2018年 4月 1日 至 2019年 3月 31日） 

１．当事業年度末日における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式             4,350,000株 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

一株当たり 

の配当額 
基準日 効力発生日 

2018年 6月 28日 

定時株主総会 
普通株式 130百万円 30円 2018年 3月 31日 2018年 6月 28日 

（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌営業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当金 

の総額 

一株当たり 

の配当額 
基準日 効力発生日 

2019年 6月 28日 

定時株主総会 
普通株式 130百万円 30円 2019年 3月 31日 2019年 6月 28日 

 

 

２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

（単位：百万円） 

借入先の氏名又は名称 

借入金額 

前事業年度 

（2018 年 3月 31日現在） 

当事業年度 

（2019 年 3月 31日現在） 

株式会社百十四銀行 1,800 1,800 

株式会社香川銀行 900 900 

岡三証券株式会社 3,117 1,074 
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３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の

取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

 
2018年 3月期 2019年 3月期 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産 - - - - - - 

 (1) 株券 - - - - - - 

 (2) 債券 - - - - - - 

 (3) その他 - - - - - - 

２．固定資産 1,017 1,237 220 1,103 1,063 △39 

 (1) 株券 699 954 255 800 776 △23 

 (2) 債券 129 129 0 129 129 0 

 (3) その他 188 153 △35 173 157 △16 

合   計 1,017 1,237 220 1,017 1,063 △39 

 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約

価額、時価及び評価損益 

   該当事項はありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

「会社法第 436条第 2項」の規定に基づく、公認会計士 石川千晶氏による監査 

 

Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

当社の内部管理体制は、内部管理統括責任者（取締役企画管理本部長）の下に同統括補助責

任者 2名を置き、各部店にはそれぞれ１名の内部管理者を指名しております。内部管理、コン

プライアンスの遵守状況の管理については、管理本部、管理部、営業支援部、検査部、営業本

部、財務部の各担当部署があたっております。 

また、組織上社長直属の検査部においては、内部検査を実施し、法令等のルールに則した公

正な取引の推進とリスク管理を行い、信頼される内部の管理に努めております。又、営業員研

修についても資質向上の一つとして全営業員が内部管理責任者資格とファイナンシャル・プラ

ンナー資格および上級相続診断士資格を取得するよう努めております。 

各部署の業務内容は以下のとおりです。 

・管理本部、管理部及び営業支援部 

適正な営業姿勢及び内部管理が遂行されているかについて業務全般にわたる監視を行い、

法令、諸規則並びに社内規程の遵守状況を検証するとともにコンプライアンスに関する社内

教育及び研修の企画、立案、実施を行っております。 
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・検査部 

顧客との取引状況及び業務の状況の検査、会計検査並びに法令及び社内規程の遵守状況の

検査を行い、これに基づく指導、助言を行う他、必要に応じて是正措置を講ずるとともに、

証券取引に関する苦情等への対応、部署への連絡指示、粉争及び証券事故の調査、処理及び

その内容等について主務官庁等への報告を行っております。 

・営業本部 

顧客との取引状況の把握及び適正営業のための指示、助言を行い、諸規則の遵守の徹底と

業務の状況を調査し監視を行っております。売買注文の受託、投資勧誘についての指導、チ

ェック及び投資情報資料の作成、広告等に関する審査を行っております。また、研修、教育

による営業員の法令遵守意識の徹底に努め適正営業を行っています。 

・財務部 

決算及び財務等の関係書類の作成、保管及び主務官庁等への報告を行います。顧客分別金、

自己資本比率、リスク管理、証券取引の税務に係る業務の管理及び営業店の経理処理のチェ

ック、指導を行っております。 

 

 

２．分別管理の状況 

（１）顧客分別金信託の状況 

 （単位：百万円） 

項   目 
2018年 3月 31日現在 

の金額 

2019年 3月 31日現在 

の金額 

直近差替計算基準日の顧客分別金 

必要額 
1,930 2,506 

顧客分別金信託額 2,284 2,367 

期末日現在の顧客分別金必要額 1,941 2,412 

 

（２）有価証券の分別管理の状況 

① 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
2018年 3月 31日現在 2019年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数  119,472 千株  3,104 千株  102,002 千株  2,774 千株 

債券 額面金額  8,098 百万円  37,448 百万円  7,583 百万円  24,301 百万円 

受益証券 口数  41,090 百万口   0 百万口  32,169 百万口   0 百万口 

その他 数量       -       -       -       - 
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  ② 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
2018年 3月 31日現在 2019年 3月 31日現在 

数   量 数   量 

株券 株数       4,900 千株       3,465 千株 

債券 額面金額       7 百万円       1 百万円 

受益証券 口数        1,304 百万口        1,202 百万口 

その他 数量            -            - 

 

＜参考時価情報＞ 

 株券の参考時価情報 

 イ．保護預り等有価証券 

2018年 3月 31日現在 2019年 3月 31日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

146,464 百万円 4,853 百万円 125,720 百万円 3,799 百万円 

 

 ロ．受入保証金代用有価証券 

2018年 3月 31日現在 2019年 3月 31日現在 

金   額 金   額 

4,099百万円 2,799 百万円 

 

③ 管理の状況 

有価証券の種類 会社の管理形態 

国内上場株券 

上場新株予約権付社債券 

上場投資証券 

上場出資証券 

原則として、証券保管振替機構（以下「機構」という。）において、帳

簿等により当社固有財産である有価証券その他の顧客有価証券以外の

有価証券（以下「固有有価証券等」という。）と顧客有価証券とを区分

管理しております。顧客有価証券については、当社の帳簿等により各

顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しております。但し、日本銀

行出資証券につきましては、券面不発行対象外であるため、岡三証券

株式会社（以下「岡三証券」という。）金庫において、固有有価証券等

の管理場所と明確に区分し、どの顧客の有価証券であるかが直ちに判

別できるよう単純保管しております。 

国内上場外国株券 

原則として、機構において、帳簿等により当社の固有有価証券等と顧

客有価証券とを区分管理しております。顧客有価証券については、当

社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しており

ます。 

国内非上場株券 

当社金庫及び株式会社だいこう証券ﾋﾞｼﾞﾈｽ（以下「だいこう証券ﾋﾞｼﾞ

ﾈｽ」という。）において、固有有価証券等の管理場所と明確に区分し、

どの顧客の有価証券であるかが直ちに判別できるよう単純保管してお

ります。 
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有価証券の種類 会社の管理形態 

上場新株予約権付社債券以外

の国内債券 

国債及びその他の債券の券面不発行分については、岡三証券を振替制

度参加上位機関として、国債は日本銀行にて、その他の債券は機構に

おいて、帳簿等により固有有価証券等と顧客有価証券とを区分管理し

ております。顧客有価証券については、当社の帳簿等により各顧客の

持分が直ちに判別できるよう管理しております。 

上場投資信託受益権 

国内投資信託受益権 

上場投資信託受益権については、機構において、帳簿等により固有有

価証券等と顧客有価証券とを区分管理しております。顧客有価証券に

ついては、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるよう

管理しております。 

国内投資信託受益権については、岡三証券を振替制度参加上位機関と

して、機構において、帳簿等により固有有価証券等と顧客有価証券と

を区分管理しております。顧客有価証券については、当社の帳簿等に

より各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理しております。 

外国株式、外国債券、 

外国投資信託受益証券 

岡三証券、ﾄﾞｲﾂ証券、UBS 証券、HSBC 証券、JP ﾓﾙｶﾞﾝ証券、ﾊﾞｰｸﾚｲｽﾞ

証券、ﾓﾙｶﾞﾝｽﾀﾝﾚｰ MUFG証券、東海東京証券、ﾋﾞｰ･ｴﾇ･ﾋﾟｰ･ﾊﾟﾘﾊﾞ証券、

ｸﾚﾃﾞｨ･ｱｸﾞﾘｺﾙ証券、ｿｼｴﾃ･ｼﾞｪﾈﾗﾙ証券及びｸﾚﾃﾞｨ･ｽｲｽ証券において、固

有有価証券等と顧客有価証券とともに混蔵保管しております。顧客有

価証券については、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別で

きるよう管理しております。 

 

（３）金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理の状況 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 １．企業集団の構成 

該当事項はありません。 

 
２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当事項はありません。 
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